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アンケート調査・ヒアリング調査・有識者ヒアリングの概要

アンケート調査・ヒアリング調査・有識者ヒアリングについて、下記の目的・方法・形式にて

実施した

アンケート

調査

ヒアリング

調査

有識者

ヒアリング

企業内研究者の業務・育成に

関する情報を網羅的に取得し

人材育成モデル構築のデータを

準備する

大企業から中小企業まで幅広

く、また素材産業や製造業など

複数の業種の企業に対してアン

ケートを配布し回答を収集

対象者：333名

（研究者:191名/人事:142名)

形式：WEBアンケート形式

時間：約10分

質問数：全17問
※アンケート質問票はAPPENDIXご参照

企業内研究者の業務・人材育

成の実態をより詳細に深堀りし

て把握し、人材育成モデル構築

の参考情報を取得する

①研究者②人事の両面から、

各10名について、現場の業務

実態や求める人材像、特徴的

な育成手法、についてヒアリング

を実施

対象者：20名

形式： Zoom形式

時間：1時間

アンケート・ヒアリング調査から導

き出した人材育成モデルについ

て、大学教授・実務家から客観

的な意見を集め、ブラッシュアッ

プを行う

①企業人事②企業内研究者、

③大学教授（組織変革）④

大学教授（人材育成）の4点

から実務家・大学教授などの有

識者を選定し、多面的にヒアリ

ングを実施

対象者：5名

形式：Zoom形式

時間：1時間

目的 調査・ヒアリング方法 実施形式





       

Ⅱ．イノベーション人材育成に関する各種調査・提案
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Ⅱー（１）ー２．人事アンケートサマリ
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ヒアリング調査で得られた人材育成取組事例及び示唆 1/4 対象：大企業内研究者

大企業内研究者の人材育成では、豊富な教育リソースによる研修の体系化と多様なネッ
トワークを活かした連携の中での成長機会とがバランスよく実施されている傾向にある

日産

自動車

企業概要 人材育成取組

主事業：自動車の製造、販売及び関連

事業

従業員数：23,166名（単独）

 国家プロジェクト級の共同研究への積極

的アサイン

 若手向けに、他部門の事業・研究を知

る機会

得られる示唆

 国内関連企業と共同での事業推進

機会が研究者の成長に寄与する

 自社技術・事業への理解が若手のモ

チベーション引き出しに有効

日立

製作所

総合電機メーカー

従業員数：29,850名

 AI、エネルギーなど12の研究領域

 半年を1タームとして、部署ごとに研修メ

ニューをアレンジ

 デザインやデジタルなど、技術分野毎の

独自の認定制度

 大企業は豊富な研修リソースでニーズ

に沿った研修実施をすることが有効

 技術証明を取得することで、社員のモ

チベーション促進の効果が見込まれる

高砂熱学

工業

主事業：空調設備工事及びその周辺

分野

従業員数：2,131名

 高砂アカデミー：技術者・研究者に対し

て教育プログラムを提供する、教育専門

の独立機関

 社会人ドクター制度：博士号取得制度

匿名企業

主事業：国内外電気通信、通信機

器製造

従業員数：9,000名

 三年目の集合研修では、それまでの経

験とその先の目標を発表する機会

 リスキリングで特定の技術分野に携わる

人材の育成を実施

 自己の経験やスキルを主観・客観で

評価させることで成長が促される

 特定の技術分野ごとの研修デザイ

ンが技術力向上につながる

匿名企業

主事業：電子機器製造

従業員数：4,000名

 Will, Can, Mustのフレームワークを応用し

ながら、継続的なOJTを実施して育成

 OJTでの経験と知識の蓄積に加え、

社員ひとりひとりの目標管理を充実

させることが成長の道筋をイメージさ

せることにつながる

 集中的且つ効率的な教育実施のため

に、社内大学を設立する施策が有効

 学位取得制度が専門性の向上、大

学とのネットワーク形成につながる

（P.163）

（P.XX）APPENDIX内該当ページにて詳述

（P.162）
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ヒアリング調査で得られた人材育成取組事例及び示唆 2/4 対象：大企業人事

大企業では、前頁の取組内容以外にも、パフォーマンス向上を狙い仕組み化された人事評
価やコミュニケーションを活用する企業も存在

ByteDance

企業概要 人材育成取組

主事業：動画共有サービスの運営など

従業員数：700名（日本法人）

 評価目線・成長支援目線で1on1

での定期的な面談実施

 四半期ごとにサーベイを実施

得られる示唆

 評価するだけではなく、社員の成長

を支援するスタンスを取ることが能力

開発に有効

匿名企業

主事業：医薬品製造

従業員数：4,000名（単体）

 研究者に対しては、研究所が主体と

なって学会交流やアカデミアとの共同研

究などを独自で推進

 人事や人材開発の部門ではなく、

直属の研究所が育成をアレンジする

ことでより実践的な人材育成に繋げ

られる

匿名企業

主事業：電池製品の開発・製造・販

売

従業員数：1,000名

 社内ベンチャーを立ち上げ、研究者の

トップ層が自社ではやらない先進的な

研究に従事

 一段と高いモチベーションのある研究者

を高度な研究開発環境にあてることで、

研究者の当事者意識が高まり能力

開発が促進される

（P.164）

（P.XX）APPENDIX内該当ページにて詳述
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ヒアリング調査で得られた人材育成取組事例及び示唆 3/4 対象：中小企業内研究者

中小企業では、社内での技術情報共有や上長との対話などにより研究者のモチベーション
を維持・向上し成果創出力向上につなげている企業が見られた

メトセラ

企業概要 人材育成取組

主事業：再生医療製品の研究開発、

製造

従業員数：30名

 エキスパート職を用意し、研究者が研

究に専念しても高い処遇を得られる環

境を構築

得られる示唆

先端力学

シミュレーショ

ン研究所

主事業：製造業向け国産シミュレー

ションソフトの開発製造販売

従業員数：65名

 部門の技術について社内向けにプレ

ゼンテーションを行なう取り組みを実

施

 コラボレーションや生産性向上のため

に、社内部門間でのアクティブな情

報共有が有効

井上

ボーリング

主事業：二輪車用内燃機関の加工・

製造

従業員数：14名

 技術向上のモチベーションを引き出す

ためには、技術水準を引きあげつつ、

実際の現場を見る機会を作ることが

有効

匿名企業

主事業：医薬品製造

従業員数：360名

 特許一件取得に対し定額の報酬が

獲得でき制度などを実施

 主体的な研究活動を促すためには、

成果とリンクした特別報酬を設ける

ことが一つの手段

自社内で技術研修を行いつつ、展示

会や実際のレースの現場に同行させる

などの取り組み

匿名企業

主事業：化学分野製造業

従業員数：10名

 展示会など、技術をアピールする場に積

極的に参加させる

 社長とのコミュニケーション機会を豊富に

持たせる

 対外説明の機会をたくさん得ること

が、技術理解のためには重要

 経営層からのフィードバックを活用す

ることはモチベーション向上の一助と

なる

 長期目線での基礎研究成果の創出

力向上には、研究者の特性に合わせ

たキャリアパスの設定などの施策が有

効（P.165）

（P.XX）APPENDIX内該当ページにて詳述
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ヒアリング調査で得られた人材育成取組事例及び示唆 4/4 対象：中小企業人事

中小企業では、前頁の取組事例の他にもトップ層の研究者を選抜し個別に成長機会を

与える取組事例が数社見られた

企業概要 人材育成取組 得られる示唆

東京電子

主事業：真空装置の開発・製造・販売

従業員数：20名

 産学連携コンソーシアムを組み、大学

との共同研究に積極的に研究者を派

遣

 アカデミアをはじめ、社外の専門家と協

業する機会を与えることで専門性が深

まり、目線が高まる

白山工業

主事業：防災分野でのソリューション提供

やロボティクスのシステム開発等

従業員数：70名

 部署ごとに、特定の人材をターゲット

として外部研修に出すなどの個別

育成の取組

 基本的なスキルの向上を目指す集

合研修と、成果創出ニーズに合わせ

た個別人材強化の使い分けが有効

ガウディ

クリニカル

主事業：再生医療

従業員数：非公開
 人材育成の取組は特にないが、成

果をあげる人材は圧倒的な当事者

意識と責任感を有している

 「当事者意識」と社会実装までやり

遂げる「責任感」がイノベーション人

材の要件の一つ

アット

ドウス

主事業：医療機器の開発・製造

従業員数：非公開

 IT技術を用いたビジネス展開を考え

ているため素材技術の面とソフトウェ

ア技術の兼備を要件として見ている

 人材要件として異なる分野の技術

を掛け合わせ価値を生むことができ

る人材が期待されている

匿名企業

主事業：医療機器製造業

従業員数：非公開

 研究者を選抜して海外との共同研

究プロジェクトに派遣

 トップ層のレベルを引き上げるには、

国内外で社外と連携する機会への

参画が有効

匿名企業

匿名企業

主事業：サイバーセキュリティ事業

従業員数：130名

 若手に対しても国際的なカンファレン

スでの発表機会などの外部機会を

積極的に提供

 外部との交流機会で自信・モチベー

ションの醸成され、目線も大幅に引

きあがる効果が期待される

主事業：ソフトウェアの受託開発

従業員数：非公開

 業務レベルに対応したスキル・ロード

マップを導入。レベルに応じて教育を

段階化し、ロードマップから人事考

課における目標管理も実施

 従業員それぞれのスキルレベルを統

一のロードマップで把握し適切な評

価・教育・目標管理を実行すること

で従業員の継続的な成長に寄与
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アンケート・ヒアリング調査から得られた個々の特徴を踏まえ、企業規模とイノベーション創出
期間の二軸で区切った類型ごとに人材育成モデルの基本的な方針を設定した

短
期

中
長
期イ

ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
の
創
出
期
間

企業規模

大企業 中小企業

A.”企業横断型創発・研鑽プラットフォーム”

探索的研究での将来事業シーズの発掘のため

B.”フィードバック・モニタリングによる個人への

カスタマイズ型能力開発”
早期イノベーション創出に向けたヒューマンスキルの開

発のため

C.”研究者キャリアパスの集中的支援”

メンタルケアや高処遇を通じた研究者の創造性支援

を通じた研究シーズの発掘のため

D.”スキル底上げ&社外協業”
目前課題への対応能力向上と更なる能力向上

のため

企業事例：日産自動車

「自動車用セラミックガスタービンの研究開発」

 アンケート：「Q17：有効育成施策」:「国内関連企業

との共同事業開発」は大企業において有効育成施策

として研究者・人事ともに12％と上位の割合を占める

企業事例： ByteDance

パフォーマンス改善計画と合わせた360度評価FB

 アンケート： 「Q2：想定成果」:新規性の高い製品・

サービスコンセプトの提案、成果として期待する割合が

23％と高い水準にある

企業事例:メトセラ

専門職キャリアパス制度・海外交流機会

 アンケート： 「Q10：高業績者育成施策」:「企業との

共同事業開発機会」が有効施策として18％と大きな

割合を占める

企業事例:ソフトウェア受託開発企業/エリオニクス、等

「スキルシート定義と育成活用」/「他社共同研究」

 アンケート： 「Q17:有効育成施策」:「能力・スキル・語

学力等を強化する研修」が有効育成施策として22％

と大きな割合を占める

人材育成モデルの4類型

人材像の
設定

モデルの

前提整理
モデルの

方針設定

モデルの

詳細化
 アンケート・ヒアリング調査からのファクト抜粋
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個々の人材育成モデル設計の考え方

人材育成モデルをA、B、C、Dと4つのパターンに区別し、①創出するイノベーション②人材要

件③育成施策④補助施策、の4観点でパターンごとにモデルの中身を詳細化した
人材像の

設定

モデルの

前提整理

モデルの

方針設定
モデルの

詳細化

人材育成モデルの4観点

短
期

中
長
期

イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
の
創
出
期
間

企業規模

大企業 中小企業

A

B

C

D

人材育成モデルの4類型

以降のP.45～P.64にて上記のA～Dの人材育成モデルの4類型ごとに①創出するイノベーション②人材要件

③育成施策④補助施策、の4観点で人材育成モデルを詳細に提示

企業規模・イノベーションの創出期間、の2軸を用いて4区分

ごとに、人材育成モデルをA～Dの4パターンで設定

創出するイノベーションから人材要件、育成施策及び補助

施策、の4観点で人材育成モデルを個別に詳細化
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A.大企業×中長期の人材育成モデル
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B. 大企業×短期の人材育成モデル

50 企業のイノベーション創出力を高める人材育成に係る調査











© 2023. For information, contact Deloitte Tohmatsu Group.

C. 中小企業×中長期の人材育成モデル
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D. 中小企業×短期の人材育成モデル
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Ⅱー（４）ー２．人材育成モデルの検討プロセス
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人材育成モデル構築の検討プロセス概要と参照先

本章では前章までの人材育成モデルの提案内容に関する検討プロセスの詳細を提示する

参照先

１ （P.67～P.89）

２

検討プロセスの概要

人材育成モデル構築に向けた観点別アンケート結果分析

1. イノベーション創出のタイムスパンによって業務や成果、人材要件、望まれる施策が異な

るとの仮説の基、「中長期」・「短期」のイノベーション創出期間の軸で分析したところ、

いくつかの設問で創出期間のグループごとに個別傾向が表れた

2. 1．に加え、「大企業」、「中小企業」の企業規模軸で分析した結果、複数の設問で

各カテゴリごとの個別特徴を示唆する結果が得られた

3. 研究者目線と人事目線で回答に共通点や相違を比較した結果、共通点・相違点の

双方が示唆として得られた

有識者ヒアリングを踏まえた人材育成モデル構築の考え方

1. 有識者からの意見を踏まえ、人材育成モデルに対するブラッシュアップを実施

2. 施策が機能するよう、施策を取り巻く仕組みとセットで育成施策を充実化・具体化さ

せていく方針について、マネジメント面・制度面・業務面の三つの側面で企業内人材マ

ネジメントの全体像を分析

3. 研究者アンケート調査にて大企業結果と中小企業結果を比較した結果、大企業・中

小企業の区分本区分によって人材育成施策を分けることが有効と示唆された

4. 中長期的成果、短期的成果に対する研究開発投資の配分は業種によって異なること

がデータでも示され、イノベーション創出期間の区分ごとに人材育成施策を分けることが

有効と示唆された

（P.90～P.94）
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１．人材育成モデル構築に向けた観点別アンケート分析
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本パートの位置づけ

人材育成モデルを構築するにあたり、企業規模×イノベーションの創出期間の「縦軸」

「横軸」を設定するに至ったアンケート結果分析の考え方について以降のページで提示する

ア
ン
ケ
ー
ト
結
果
に
つ
い
て
の
個
別
の
分
析
結
果
を
以
降
の
ペ
ー
ジ
で
説
明

アンケート

調査

ヒアリング

調査

有識者

ヒアリング

企業内研究者の業務・育成に

関する情報を網羅的に取得し

人材育成モデル構築のデータを

準備する

大企業から中小企業まで幅広

く、また素材産業や製造業など

複数の業種の企業に対してアン

ケートを配布し回答を収集

対象者：約200名

形式：WEBアンケート形式

時間：約10分

質問数：全17問
※アンケート質問票はAPPENDIX参照

企業内の業務・人材育成の実

態をより詳細に深堀りして把握

し、人材育成モデル構築の参考

情報を取得する

①研究者②人事の両面から、

各10名について、現場の業務

実態や求める人材像、特徴的

な育成手法、についてヒアリング

を実施

対象者：20名

形式： Zoom形式

時間：1時間

アンケート・ヒアリング調査から導

き出した人材育成モデルについ

て、大学教授・実務家から客観

的な意見を集め、ブラッシュアッ

プを行う

①企業人事②企業内研究者、

③大学教授（組織変革）④

大学教授（人材育成）の4点

から実務家・大学教授などの有

識者を選定し、多面的にヒアリ

ングを実施

対象者：5名

形式：Zoom形式

時間：1時間

目的 調査・ヒアリング方法 実施形式
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イノベーション創出期間による比較
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企業規模×イノベーション創出期間による比較
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研究者・企業（人事）双方の認識比較

85 企業のイノベーション創出力を高める人材育成に係る調査











© 2023. For information, contact Deloitte Tohmatsu Group.

２．有識者ヒアリングを踏まえた

人材育成モデル構築の考え方
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Ⅲー（１）アンケート調査の回答結果（研究者・人事）
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「創出するイノベーション」関連質問＜Q1～Q5＞
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「人材要件」関連質問＜Q6～Q9＞
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「人材育成施策」関連質問＜Q10～Q17＞
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Ⅲー（２）アンケート質問票
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研究者アンケート質問票
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研究者アンケート質問項目（1/8）

観点 キークエスチョン 質問項目 No 質問文（回答選択肢）

1.イノベーション

への貢献

研究開発現場におい

て求められる成果は

どのようなものか？

業務内容 1-1

【Q1】

ご自身の所属されている研究開発組織において、現在どのような業務に従事されていますか。該当するものを以下からご

選択ください

（複数選択可）

a. 技術開発戦略や新製品開発方針の策定を行なう業務

b. 新理論形成や新要素技術創出を目指す探索的調査研究業務（基礎研究実験・文献検索を含む）

c. 論文執筆・学会での発表を行なう業務

d. 新規の製品やサービスのコンセプト・プロトタイプを設計・構築する業務

e. 新技術の製品化・商用化に向け品質・コスト水準等での実用化可能性の試験・実験を行なう業務

f. 製造サプライチェーン（生産・加工・輸送等）の効率化・改善に係る業務

g. 特許・品質基準・規制等の知見を基に製品・サービス開発を支援する業務

h. クライアントのニーズヒアリングやユーザー観察を行なう業務

i. 組織内で解決できない課題等について、公的機関（例えば産総研や公設試）などと関係を構築し解決に導く業務

j. その他（ ）

求められる

成果
1-2

【Q2】

ご自身の研究開発業務において、どのような成果を求められていますか。該当するものを以下からご選択ください

（複数選択可）

a. 新規性の高い製品・サービスコンセプトの提案

b. 業界内で評価される論文の執筆および学会やコンペでの表彰・受賞

c. 有効な仮説検証アプローチ・実験条件の考案

d. 目標物質の探索等の実験活動の遂行

e. 生産加工・その他オペレーションの効率改善

f. 製品化・商用化に向けた実効性の高いコスト・品質見積・改善

g. 研究開発における抜け漏れの無いリスク検知・危機管理

h. その他（ ）
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研究者アンケート質問項目（2/8）

観点 キークエスチョン 質問項目 No 質問文（回答選択肢）

1.イノベーション

への貢献

研究開発現場におい

て求められる成果はど

のようなものか？

研究者への

定量評価

要素
1-3

【Q3】

所属されている研究開発部門において、 研究者へ期待する成果を測定・評価するために採用されている定量的な指標

はありますか。 ある場合どのような指標か下記の①の選択肢の中からご選択ください

※その他の場合は詳細をご教示ください。（複数回答可）

また指標が無い場合は「② 特にない」をご選択ください

① ある

a. 研究プロジェクト獲得金額（外部資金・民間資金）

b. 研究発表・成果報告数

c. 論文数

d. 特許取得数

e. 新規アイディア提案件数

f. オペレーション上のコスト

g. 特定の品質水準

h. 製品・プロジェクト完成数

i. その他

② 特にない

研究者への

定性評価

要素
1-4

【Q4】

【Q5】（具体例部分に該当）

所属されている研究開発部門において、 研究者への期待を測定・評価するために採用されている定性的な指標（人

事評価要素等）はありますか。 ある場合どのような指標か下記の①の選択肢の中からご選択の上、具体例をお書きく

ださい。※その他の場合も詳細をご教示ください。（複数回答可）

また指標が無い場合は「② 特にない」をご選択ください

① ある

a. 取組姿勢 (内省力、主体性、等)

b. 専門性 (業務知識、領域固有スキル、等)

c. 思考能力 (デザイン思考、分析力、等)

d. コミュニケーション能力(交渉力、プレゼンテーション力、等)

e. 問題解決能力 (プロジェクトマネジメント力、リスクマネジメント力、等)

f. 語学力

g. その他 ( )

⇒a~fの場合、具体例もお書きください（ ）

② 特にない
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研究者アンケート質問項目（3/8）

観点 キークエスチョン 質問項目 No 質問文（回答選択肢）

2.人材要件

研究開発現場におい

て特に成果をあげる高

業績者にはどのような

行動特性・能力を有

しているか？

優秀な研究

者の人材像
2-1

【Q6】

所属する研究開発部門において、高業績をあげる研究者を平均的な研究者と比較した場合 高業績者にはどのような

資質が備わっていると思いますか。 ｢~のような人」の形でご自由にお書きください

：具体例 限られた情報から着想を得て、有効な実験条件の当たりを付けられるような人、論文のアブストラクトを大量

に読んで有効な仮説を作れるような人、等

優秀な研究

者の行動特

性

2-2

【Q7】

（2-1の） 高業績をあげる研究者を平均的な研究者と比較した場合 高業績者によく見られる行動上の特徴にはどの

ようなものがありますか。 該当するものを以下からご選択ください (複数回答可)その他の場合は、 詳細をご教示ください

a. 業務内外を問わず、日々研鑽を重ね、 自身の専門性・能力を継続的に高めている

b. 作業に入る前に、十分に研究仮説の入念な検討、効率的な作業計画の検討などを行っている

c. 業務に必要な社内関係者、外部の専門家へアクセスし適切な協力を引き出せる

d. 担当プロジェクトにおいて、情報・時間が限られる中でも的確な判断をし期限内に求められる成果を創出できる

e. 分かりやすい資料・プレゼンテーションを通じて、 社内外の関係者への理解を効果的に促すことができる

f. その他 (     )
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研究者アンケート質問項目（4/8）

観点 キークエスチョン 質問項目 No 質問文（回答選択肢）

2.人材要件

研究開発現場におい

て特に成果をあげる高

業績者にはどのような

行動特性・能力を有

しているか？

優秀な研究

者のコミュニ

ケーションス

タイル

2-3

【Q8】

（2-1の） 高業績をあげる研究者を平均的な研究者と比較した場合、高業績者によく見られるコミュニケーション上の

特徴にはどのようなものがありますか。 該当するものを以下からご選択ください (複数回答可)

その他の場合は、 詳細をご教示ください

a. 学会等の、異分野の研究者との交流に積極的に参加している

b. 社内の研究サークルに所属するなどインフォーマルな人脈を築いている

c. 上司へ適切に働きかけ、信頼や必要な支援を引き出している

d. 部下の適性に応じて仕事の割当ややる気の引き出し方を工夫し、研究開発プロジェクトの成果へ繋げている

e. 自身の仮説を論文、記事、議論等で社内外へ積極的に発信している

f. 自身が活躍できる研究領域を見極め、人脈を効果的に形成・活用し異動を達成している

g. その他 (     )

優秀な研究

者のパーソナ

リティ

2-4

【Q9】

（2-1の） 高業績をあげる研究者を平均的な研究者と比較した場合、高業績者には以下の言葉がどの程度当てはま

ると思いますか 。

ご回答の際は、文章全体を総合的に見て，その方にどれだけ当てはまるかを評価してください。

【選択肢】

1. 全く違うと思う

2. おおよそ違うと思う

3. 少し違うと思う

4. どちらでもない

5. 少しそう思う

6. まあまあそう思う

7. 強くそう思う

【質問】

①積極的で，外向的である

②他人に不満をもち，いさかいを起こしやすい

③自律性があり，自分に厳しい

④心配性で，おろおろしがちである

⑤新しいことが好きで，風変わりな考えを持っている

⑥ひかえめで，落ち着いている

⑦気配りをよくする，やさしい人である

⑧ルーズで，そそっかしいところがある

⑨冷静で，情緒が安定している

⑩発想力に欠けた，特徴のない人である
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研究者アンケート質問項目（5/8）

観点 キークエスチョン 質問項目 No 質問文（回答選択肢）

3.人材育成

施策

イノベーションに貢献す

る人材に特有の能

力・スキルを伸ばすた

めに、特に有効とされ

る人材育成施策は

何か？

高業績者

育成施策
3-1

【Q10】

2-1~2-4でご回答いただいた高業績者について、その方の能力向上に寄与したと感じられる人材育成施策として、どの

ような人材育成施策が有効と考えられるでしょうか。以下の選択肢から該当するものをご選択ください。(複数選択可) ま

たその他の場合、その詳細についてもご教示ください

① ある

a. 海外留学プログラムおよび海外留学支援

b. メディアに対するPR活動機会

c. メンター制度

d. クロスアポイントメント制度

e. 業務外研究に時間を費やせる制度

f. 海外企業との共同研究機会

g. 国内関連企業と共同での事業開発機会

h. 自社ナレッジが共有されるデータベースの整備

i. 難易度の高い研究開発プロジェクトへのアサイン

j. 外部団体との研究情報の共有の場（学会、各種商工団体の技術研究会、等）

k. 必要な能力・スキル・語学力等を強化する研修

l. その他 (     )

②特に無い

平均的研

究者育成

施策
3-2

【Q11】

平均的な研究者が高業績者に成長することを目指すときに、有効と考えられる人材育成施策がありましたら、

ご教示ください(複数選択可) またその他の場合、その詳細についてもご教示ください

① ある

a. 海外留学プログラムおよび海外留学支援

b. メディアに対するPR活動機会

c. メンター制度

d. クロスアポイントメント制度

e. 業務外研究に時間を費やせる制度

f. 海外企業との共同研究機会

g. 国内関連企業と共同での事業開発機会

h. 自社ナレッジが共有されるデータベースの整備

i. 難易度の高い研究開発プロジェクトへのアサイン

j. 外部団体との研究情報の共有の場（学会、各種商工団体の技術研究会、等）

k. 必要な能力・スキル・語学力等を強化する研修

l. その他 (     )

②特に無い
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研究者アンケート質問項目（6/8）

観点 キークエスチョン 質問項目 No 質問文（回答選択肢）

3.人材育成

施策

イノベーションに貢献

する人材に特有の

能力・スキルを伸ばす

ために、特に有効とさ

れる人材育成施策は

何か？

OJT

3-3

【Q12】

ご自身の所属されている部門での研究開発業務において、研究開発の質を高めるのに有効と思われるフィードバック形

式がありましたら、ご教示ください(複数回答可)

またその他の場合、その詳細についてもご教示ください

① ある

a. 所属部門の研究発表での指導

b. 人事制度上の半期・通期の人事評価

c. 業務外の非公式な口頭フィードバック

d. 社外のイベント・勉強会等での異分野の人からの質疑対応

e. その他 ( )

②特に無い

3-4

【Q13】

ご自身の所属されている研究開発部門において研究者間で日々の業務の品質を向上させるために、頻繁に用いられる

フィードバックの言葉はありますか。 ある場合、どのような言葉かご自由にお書きください

※この場合のフィードバックには、励まし等の精神的なコミュニケーションは含まず、研究者の能力向上につながるようなコ

ミュニケーションをご想定ください

想定場面：論文や研究計画書の発表、口頭指摘、添削、等

具体例: 「どうしてその仮説なの?｣ 「こういった観点は出てこないの?｣ 等

（ ）
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研究者アンケート質問項目（7/8）

観点 キークエスチョン 質問項目 No 質問文（回答選択肢）

3.人材育成

施策

イノベーションに貢献

する人材に特有の

能力・スキルを伸ばす

ために、特に有効とさ

れる人材育成施策は

何か？

Off-JT（研

修）を通じ

て獲得する

スキル

3-5

【Q14】

【Q15】（具体例部分に該当）

組織内での習得は困難であり、組織外に研修を委託することで獲得されることを期待する能力・スキルなどはありますか。

該当するものを以下からご選択ください (複数回答可)またその他の場合、その詳細についてもご教示ください

① ある

a. 取組姿勢 (内省力、主体性、等)

b. 専門性 (業務知識、領域固有スキル、等)

c. 思考能力 (デザイン思考、分析力、等)

d. コミュニケーション能力(交渉力、プレゼンテーション力、等)

e. 問題解決能力 (プロジェクトマネジメント力、リスクマネジメント力、等)

f. 語学力

g. その他 ( )

⇒a~fの場合、具体例もお書きください（ ）

② 特に無い

3-6

【Q16】

もし、どのような条件があれば業務外の研修についてより参加しようと思いますか。

該当するものを以下からご選択ください (複数回答可)またその他の場合、その詳細についてもご教示ください

① ある

a. 業務負担の軽減（業務量や締め切りの調整、等）

b. 参加日程の柔軟性（昼休み開催や複数回開催等）

c. 地理的制約条件の緩和（オンライン開催、複数地点での開催等）

d. 参加費や旅費等の補助（研修参加費、等）

e. 魅力的なネットワーク形成機会（著名研究者との交流、等）

f. 人事上の評価要素としての考慮（昇格判断時の加点、等）

g. その他 ( )

②特に無い
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研究者アンケート質問項目（8/8）

観点 キークエスチョン 質問項目 No 質問文（回答選択肢）

3.人材育成

施策

イノベーションに貢献

する人材に特有の

能力・スキルを伸ばす

ために、特に有効とさ

れる人材育成施策は

何か？

あるべき育

成施策
3-7

【Q17】

もし、ご自身の所属されている企業・研究開発部門において研究者向けに育成施策が拡充されていくとした場合に、どの

ような制度、 挑戦機会、 研究設備･環境等があると望ましいと思われますか。 該当するものを以下からご選択ください

(複数回答可)またその他の場合、その詳細についてもご教示ください

a. 海外留学プログラムおよび海外留学支援

b. メディアに対するPR活動機会

c. メンター制度

d. クロスアポイントメント制度

e. 業務外研究に時間を費やせる制度

f. 海外企業との共同研究機会

g. 国内関連企業と共同での事業開発機会

h. 自社ナレッジが共有されるデータベースの整備

i. 難易度の高い研究開発プロジェクトへのアサイン

j. 外部団体との研究情報の共有の場

k. 必要な能力・スキル・語学力等を強化する研修

l. その他 ( )
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人事アンケート質問項目（1/8）

観点 キークエスチョン 質問項目 No 質問文（回答選択肢）

1.イノベーション

への貢献

研究開発現場におい

て求められる成果は

どのようなものか？

業務内容 1-1

【Q1】

貴社の研究開発部門に所属する研究者が従事する業務のうち、大多数の研究者が従事する業務について、該当するも

のを以下からご選択ください

（複数選択可）

a. 技術開発戦略や新製品開発方針の策定を行なう業務

b. 新理論形成や新要素技術創出を目指す探索的調査研究業務（基礎研究実験・文献検索を含む）

c. 論文執筆・学会での発表を行なう業務

d. 新規の製品やサービスのコンセプト・プロトタイプを設計・構築する業務

e. 新技術の製品化・商用化に向け品質・コスト水準等での実用化可能性の試験・実験を行なう業務

f. 製造サプライチェーン（生産・加工・輸送等）の効率化・改善に係る業務

g. 特許・品質基準・規制等の知見を基に製品・サービス開発を支援する業務

h. クライアントのニーズヒアリングやユーザー観察を行なう業務

i. 組織内で解決できない課題等について、公的機関（例えば産総研や公設試）などと関係を構築し解決に導く業務

j. その他（ ）

求められる

成果
1-2

【Q2】

前問でご回答頂いた業務に該当する研究者に対して、どのような成果を期待していますか。該当するものを以下からご選

択ください

（複数選択可）

a. 新規性の高い製品・サービスコンセプトの提案

b. 業界内で評価される論文の執筆および学会やコンペでの表彰・受賞

c. 有効な仮説検証アプローチ・実験条件の考案

d. 目標物質の探索等の実験活動の遂行

e. 生産加工・その他オペレーションの効率改善

f. 製品化・商用化に向けた実効性の高いコスト・品質見積・改善

g. 研究開発における抜け漏れの無いリスク検知・危機管理

h. その他（ ）
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人事アンケート質問項目（2/8）

観点 キークエスチョン 質問項目 No 質問文（回答選択肢）

1.イノベーション

への貢献

研究開発現場におい

て求められる成果はど

のようなものか？

研究者への

定量評価

要素
1-3

【Q3】

貴社の研究開発部門に所属する研究者に対して、期待成果を測定・評価するために採用されている定量的な指標は

ありますか。ある場合どのような指標か下記の①の選択肢の中からご選択ください

※その他の場合は詳細をご教示ください。（複数回答可）

また指標が無い場合は「② 特にない」をご選択ください

① ある

a. 研究プロジェクト獲得金額（外部資金・民間資金）

b. 研究発表・成果報告数

c. 論文数

d. 特許取得数

e. 新規アイディア提案件数

f. オペレーション上のコスト

g. 特定の品質水準

h. 製品・プロジェクト完成数

i. その他

② 特にない

研究者への

定性評価

要素
1-4

【Q4】

【Q5】（具体例部分に該当）

貴社の研究開発部門に所属する研究者に対して、適用されている定性的な指標(人事評価要素等)はありますか。ある

場合どのような指標か下記の①の選択肢の中からご選択の上、具体例をお書きください。

※その他の場合も詳細をご教示ください。（複数回答可）

また指標が無い場合は「② 特にない」をご選択ください

① ある

a. 取組姿勢 (内省力、主体性、等)

b. 専門性 (業務知識、領域固有スキル、等)

c. 思考能力 (デザイン思考、分析力、等)

d. コミュニケーション能力(交渉力、プレゼンテーション力、等)

e. 問題解決能力 (プロジェクトマネジメント力、リスクマネジメント力、等)

f. 語学力

g. その他 ( )

⇒a~fの場合、具体例もお書きください（ ）

② 特にない
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人事アンケート質問項目（3/8）

観点 キークエスチョン 質問項目 No 質問文（回答選択肢）

2.人材要件

研究開発現場におい

て特に成果をあげる高

業績者にはどのような

行動特性・能力を有

しているか？

優秀な研究

者の人材像
2-1

【Q6】

ご所属の企業・機関の研究開発部門において、高業績をあげる研究者を平均的な研究者と比較した場合、高業績者

にはどのような資質が特に備わっていると思いますか。 ｢～のような人」の形でご自由にお書きください。

：具体例 限られた情報から着想を得て、有効な実験条件の当たりを付けられるような人、論文のアブストラクトを大量

に読んで有効な仮説を作れるような人、等

優秀な研究

者の行動特

性

2-2

【Q7】

（2-1の） 高業績をあげる研究者を平均的な研究者と比較した場合 高業績者によく見られる行動上の特徴にはどの

ようなものがありますか。 該当するものを以下からご選択ください (複数回答可)その他の場合は、 詳細をご教示ください

a. 業務内外を問わず、日々研鑽を重ね、 自身の専門性・能力を継続的に高めている

b. 作業に入る前に、十分に研究仮説の入念な検討、効率的な作業計画の検討などを行っている

c. 業務に必要な社内関係者、外部の専門家へアクセスし適切な協力を引き出せる

d. 担当プロジェクトにおいて、情報・時間が限られる中でも的確な判断をし期限内に求められる成果を創出できる

e. 分かりやすい資料・プレゼンテーションを通じて、 社内外の関係者への理解を効果的に促すことができる

f. その他 (     )
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人事アンケート質問項目（4/8）

観点 キークエスチョン 質問項目 No 質問文（回答選択肢）

2.人材要件

研究開発現場におい

て特に成果をあげる高

業績者にはどのような

行動特性・能力を有

しているか？

優秀な研究

者のコミュニ

ケーションス

タイル

2-3

【Q8】

（2-1の） 高業績をあげる研究者を平均的な研究者と比較した場合、高業績者によく見られるコミュニケーション上の

特徴にはどのようなものがありますか。 該当するものを以下からご選択ください (複数回答可)

その他の場合は、 詳細をご教示ください

a. 学会等の、異分野の研究者との交流に積極的に参加している

b. 社内の研究サークルに所属するなどインフォーマルな人脈を築いている

c. 上司へ適切に働きかけ、信頼や必要な支援を引き出している

d. 部下の適性に応じて仕事の割当ややる気の引き出し方を工夫し、研究開発プロジェクトの成果へ繋げている

e. 自身の仮説を論文、記事、議論等で社内外へ積極的に発信している

f. 自身が活躍できる研究領域を見極め、人脈を効果的に形成・活用し異動を達成している

g. その他 (     )

優秀な研究

者のパーソナ

リティ

2-4

【Q9】

（2-1の） 高業績をあげる研究者を平均的な研究者と比較した場合、高業績者には以下の言葉がどの程度当てはま

ると思いますか 。

ご回答の際は、文章全体を総合的に見て，その方にどれだけ当てはまるかを評価してください。

【選択肢】

1. 全く違うと思う

2. おおよそ違うと思う

3. 少し違うと思う

4. どちらでもない

5. 少しそう思う

6. まあまあそう思う

7. 強くそう思う

【質問】

①積極的で，外向的である

②他人に不満をもち，いさかいを起こしやすい

③自律性があり，自分に厳しい

④心配性で，おろおろしがちである

⑤新しいことが好きで，風変わりな考えを持っている

⑥ひかえめで，落ち着いている

⑦気配りをよくする，やさしい人である

⑧ルーズで，そそっかしいところがある

⑨冷静で，情緒が安定している

⑩発想力に欠けた，特徴のない人である
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人事アンケート質問項目（5/8）

観点 キークエスチョン 質問項目 No 質問文（回答選択肢）

3.人材育成

施策

イノベーションに貢献す

る人材に特有の能

力・スキルを伸ばすた

めに、特に有効とされ

る人材育成施策は

何か？

高業績者

育成施策
3-1

【Q10】

貴社の研究開発部門で高業績をあげる研究者についてその方の能力向上に寄与する人材育成施策として、どのような

施策が有効と考えられるでしょうか。

以下の選択肢から該当するものをご選択ください。(複数選択可) またその他の場合、その詳細についてもご教示ください

a. 海外留学プログラムおよび海外留学支援

b. メディアに対するPR活動機会

c. メンター制度

d. クロスアポイントメント制度

e. 業務外研究に時間を費やせる制度

f. 海外企業との共同研究機会

g. 国内関連企業と共同での事業開発機会

h. 自社ナレッジが共有されるデータベースの整備

i. 難易度の高い研究開発プロジェクトへのアサイン

j. 外部団体との研究情報の共有の場（学会、各種商工団体の技術研究会、等）

k. 必要な能力・スキル・語学力等を強化する研修

l. その他 (     )

m. 特に無い

平均的研

究者育成

施策
3-2

【Q11】

平均的な研究者が高業績者に成長することを目指すときに、有効と考えられる人材育成施策がありましたら、

ご教示ください(複数選択可) またその他の場合、その詳細についてもご教示ください

① ある

a. 海外留学プログラムおよび海外留学支援

b. メディアに対するPR活動機会

c. メンター制度

d. クロスアポイントメント制度

e. 業務外研究に時間を費やせる制度

f. 海外企業との共同研究機会

g. 国内関連企業と共同での事業開発機会

h. 自社ナレッジが共有されるデータベースの整備

i. 難易度の高い研究開発プロジェクトへのアサイン

j. 外部団体との研究情報の共有の場（学会、各種商工団体の技術研究会、等）

k. 必要な能力・スキル・語学力等を強化する研修

l. その他 (     )

②特に無い
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人事アンケート質問項目（6/8）

観点 キークエスチョン 質問項目 No 質問文（回答選択肢）

3.人材育成

施策

イノベーションに貢献

する人材に特有の

能力・スキルを伸ばす

ために、特に有効とさ

れる人材育成施策は

何か？

OJT

3-3

【Q12】

研究開発業務において、研究開発の質を高めるのに有効と思われるフィードバック形式がありましたら、ご教示ください

(複数回答可)

またその他の場合、その詳細についてもご教示ください

① ある

a. 所属部門の研究発表での指導

b. 人事制度上の半期・通期の人事評価

c. 業務外の非公式な口頭フィードバック

d. 社外のイベント・勉強会等での異分野の人からの質疑対応

e. その他 ( )

②特に無い

3-4

【Q13】

研究開発部門において、研究者間で互いの能力を向上させるために、フィードバックの言葉としてどのような言葉が有効

だと考えられるでしょうか。ご自由にお書きください。

※この場合のフィードバックには、励まし等の精神的なコミュニケーションは含まず、研究者の能力向上につながるようなコ

ミュニケーションをご想定ください

想定場面：論文や研究計画書の発表、口頭指摘、添削、等

具体例: 「どうしてその仮説なの?｣ 「こういった観点は出てこないの?｣ 等

（ ）
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人事アンケート質問項目（7/8）

観点 キークエスチョン 質問項目 No 質問文（回答選択肢）

3.人材育成

施策

イノベーションに貢献

する人材に特有の

能力・スキルを伸ばす

ために、特に有効とさ

れる人材育成施策は

何か？

Off-JT（研

修）を通じ

て獲得する

スキル

3-5

【Q14】

【Q15】（具体例部分に該当）

組織内での習得は困難であり、組織外に研修を委託することで獲得されることを期待する能力・スキルなどはありますか。

ある場合、該当するものを以下からご選択ください (複数回答可)

またその他の場合、その詳細についてもご教示ください

① ある

a. 取組姿勢 (内省力、主体性、等)

b. 専門性 (業務知識、領域固有スキル、等)

c. 思考能力 (デザイン思考、分析力、等)

d. コミュニケーション能力(交渉力、プレゼンテーション力、等)

e. 問題解決能力 (プロジェクトマネジメント力、リスクマネジメント力、等)

f. 語学力

g. その他 ( )

⇒a~fの場合、具体例もお書きください（ ）

② 特に無い

3-6

【Q16】

研究者が業務外の研修により参加するようになるために、どのような要素が重要だと思われますか。

該当するものを以下からご選択ください (複数回答可)

またその他の場合、その詳細についてもご教示ください

a. 業務負担の軽減（業務量や締め切りの調整、等）

b. 参加日程の柔軟性（昼休み開催や複数回開催等）

c. 地理的制約条件の緩和（オンライン開催、複数地点での開催等）

d. 参加費や旅費等の補助（研修参加費、等）

e. 魅力的なネットワーク形成機会（著名研究者との交流、等）

f. 人事上の評価要素としての考慮（昇格判断時の加点、等）

g. その他 ( )

h. 特に無い
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人事アンケート質問項目（8/8）

観点 キークエスチョン 質問項目 No 質問文（回答選択肢）

3.人材育成

施策

イノベーションに貢献

する人材に特有の

能力・スキルを伸ばす

ために、特に有効とさ

れる人材育成施策は

何か？

あるべき育

成施策
3-7

【Q17】

もし、貴社の研究開発部門において研究者向けに育成施策を拡充されていくとした場合に、どのような育成施策、挑戦

機会、研究設備・環境等があると望ましいと思われますか。該当するものを以下からご選択ください。

(複数回答可)

またその他の場合、その詳細についてもご教示ください

a. 海外留学プログラムおよび海外留学支援

b. メディアに対するPR活動機会

c. メンター制度

d. クロスアポイントメント制度

e. 業務外研究に時間を費やせる制度

f. 海外企業との共同研究機会

g. 国内関連企業と共同での事業開発機会

h. 自社ナレッジが共有されるデータベースの整備

i. 難易度の高い研究開発プロジェクトへのアサイン

j. 外部団体との研究情報の共有の場

k. 必要な能力・スキル・語学力等を強化する研修

l. その他 ( )
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ヒアリング調査対象企業一覧

アンケートに回答した民間企業の「研究者」および「人事」を対象とし、各区分で10社（計

20社）のヒアリング調査を実施した

① 東京電子株式会社

② ByteDance（日本法人）

③ 株式会社井上ボーリング

④ 株式会社ガウディクリニカル

⑤ アットドウス株式会社

⑥ 白山工業株式会社

⑦ 匿名希望（大企業・医薬製造業）

⑧ 匿名希望（大企業・医薬製造業）

⑨ 匿名希望（中小企業・情報通信業）

⑩ 匿名希望（中小企業・電気機械製造業）

① 株式会社日立製作所

② 日産自動車株式会社

③ 高砂熱学工業株式会社

④ 株式会社メトセラ

⑤ 株式会社先端力学シミュレーション研究所

⑥ 匿名希望（大企業・電子機器製造）

⑦ 匿名希望（大企業・医薬製造業）

⑧ 匿名希望（大企業・通信機器製造業）

⑨ 匿名希望（中小企業・化学製品メーカー業）

⑩ 匿名希望（中小企業・IT企業）

「研究者」へのヒアリングを実施した企業 「人事」へのヒアリングを実施した企業

ヒアリング調査対象企業
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ヒアリング調査事例（高砂熱学工業・日立製作所）

ヒアリング調査の中で、特徴的な人材育成施策について情報が得られた高砂熱学工業と
日立製作所について、その背景・育成取り組みの情報を整理した

事例1：

高砂熱学

工業

事例2：

日立

製作所

「ファイナンス」・「リスクマ

ネジメント」などの研究の

事業化に必要なスキル

を研修で提供

（確定した制度でない

が目指す人材育成とし

て）研究のライフサイク

ルと研究者のキャリアス

テップを並行でリンクさせ

る形式を有望視

企業内容 人材育成取組人材育成背景

現場指導・研修・ローテ

を通じた社内トータルで

の育成

自社独自の研修セン

ターであるタカサゴ・アカ

デミーを設立

➢ 参加必須の体系的

な研修・実践プログ

ラム

➢ 資格取得支援

設立

1923年

従業員数

2,131名

資本金

131億34百万円

事業内容

空気調和設備の設計、

施工

設立

1910年

従業員数

29,850名

資本金

4,607億90百万円

事業内容

モビリティ、ライフ、エネル

ギー、ITセクターでの製品

開発、生産、販売

有効な育成施策仮説

育成に特化した組織内

研修センターの設立（育

成責任・権限の明確

化）と積極的な外部活

用

上位者や社外のビジネス

関係者への説明を見据

えた、事業収支に関する、

研究者自身のリテラシー・

意識向上のためのスキル

研修の実施（プレゼンス

キル、ファイナンス、等）

 空調業界は、技術

の汎用化が進み、

他社との差別化が

難しく市場が飽和

状態となっていた

 そのため、外部知見

を取りこんで新規事

業を生み出す人材

の確保が求められて

いた

 2009年に7,873億

円もの赤字を出した

経営危機以降、V

字回復のため、全社

でAI・IoT等への新

サービス事業への転

換が目指されており、

研究を社会実装で

きる人材が求められ

ていた
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ヒアリング調査事例（ByteDance・メトセラ）

ヒアリング調査の中で、特徴的な人材育成施策について情報が得られたByteDanceとメト

セラについて、その背景・育成取り組みの情報を整理した

事例3：

Byte

Dance
(日本法人)

事例4：

メトセラ

マネージャー職と同等の

職位としてマネジメントの

役割を課さないエキス

パート職を用意し、研究

者が研究に専念しても

高い処遇を得られる環

境を構築

研究者に対し、メンター

を用意することで、研究

活動の阻害要因をケア

企業内容 人材育成取組人材育成背景

先端技術領域の研究

者を対象とし、パフォーマ

ンス改善計画と合わせ

た360度評価フィードバッ

クを実施

研究職バックグラウンド

を有する人事担当によ

るフォロー面談を合わせ

ることで、改善計画の進

捗をモニタリング

設立

2016年（日本法人）

従業員数

700名（日本法人）

資本金

日本法人について公開

情報なし

事業内容

ショートムービー共有プ

ラットフォームの運営など

設立

2016年

従業員数

30名

資本金

公式の公開情報なし

事業内容

再生医療

(自家細胞治療薬開発)

有効な育成施策仮説

定期的な360度評価だ

けでなく、メンターによる

フィードバックで研究者

個々人のパフォーマンスを

客観的かつ継続的にモニ

ターし、長期目線で個々

の研究開発能力向上を

図る施策

研究者がより研究に専

念できる環境づくりのため

の職位制度や研究活動

支援体制を充実させたう

えで、経営層によるメンタ

リングで課題・悩みを洗

い出し、日々のメンタルケ

アを行う施策

研究者に対し、国を越

えて協業し周囲を巻き

込んでいくことが求めら

れていた

また外資系企業の組

織風土上、主体的に

発信、討議し形にして

いくというプロセスのス

ピード感も研究者の要

件となっていた

 圧倒的な研究成果

を生み出すスター研

究者に対し、ベン

チャー企業としてリテ

ンションや暗転した業

務成果の創出のため

に、モチベーション喚

起に特に注意をする

必要があった
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有識者

ヒアリング

議事録

◼ 人材育成モデル構築の前提となる大企業・中小企業の分類について、疑問点やご意見等ありますでしょうか

➢ 「中小企業」と括っても、バリエーションがある。中堅企業的なものもあれば、かなり大企業に近い中小企業や医療ベンチャーなどの創発型の

組織、零細企業まである。すべての企業をカバーするのは難しく、大企業についても、どんな企業なのか、という前提が必要。業種業界によっ

ても、組織文化は大きく変わってくる。

• 大企業・中小企業の軸で括るのであれば、このフレームにおける大企業、中小企業についてそれぞれ何らかの前提を置く必要がある。

法律的な規模の括りの他にも、成熟度など違った目線で見ても、全く違う。組織のカテゴライズの仕方に気を配るべき

◼ 人材育成モデルの一つとして提示している、「企業横断共同プラットフォーム」について、補足した方が良い点や類似の事例等はありますでしょうか

➢ プロジェクトへの参画は、リーダーシップ開発論でもよく議論されている

• リーダーシップの技術を身に付ける一つの方法として、プロジェクトに参画し異業種・同業他社とコラボレートすることによって目線を高め

ることができるというのはある

• カルチャーの違う人と仕事をするときには相当なコンフリクトが発生すると思うが、振り返ってみると普段では触れられない考え方に触

れたりなど、かなり刺激を受けるはず

• プロジェクトに共同参画するということは、組織論的に言っても、目的が共有されているということ

➢ 昔の日本型の経営では、ジョブローテーションで文化の違う様々な部署を回り経験することによって能力を身に付けていた。それが、「研究

職」の場合は扱う情報が高度化、専門化するため、組織内ではさばききれない、ということがある。なので、プロジェクト的なもので外部とのイ

ンタラクションを生み出していかざるを得ないのでは、とも思う

小野善生 教授（滋賀大学 経済学部） 1/3

次頁へ続く

大学教授（組織変革）

大学教授（人材育成）

企業内研究者

企業人事
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◼ 人材育成モデルの一つとして提示している、「360度評価＆メンターモニタリング」について組織変革の観点から補足すべき点等はありますでしょう

か

➢ ダイバーシティマネジメントとの関連がある。宗教、ジェンダー、民族などのいわゆる属性レベルのダイバーシティの一方で、組織へのコミットの仕

方にもダイバーシティがある。組織が持っている理念や価値観に共鳴し、その組織の一員としてキャリアを積み重ねて、研究者としても組織人

としてもキャリアを積み重ねていくというのは一つのモデルでしかない

• しかしながら世の中には、一つの会社に入って長く勤めあげる人もいればより良い環境や能力向上を目的としたジョブホッパーもいる。

さらには、仕事自体にあまり関心がない人というのも存在する。コミットのタイプによっては、理念の共有や成長を促すことは不必要、

場合によってはネガティブに作用することにも留意しなければならない

• この多様性は、日常的な相互作用で把握することもできようが、その人がどのようなキャリアパスを踏んできたのか、どのような人脈を

持っているか、誰と仕事をしてきたか、どのような休暇の取り方をしているのか、などの間接的な人事情報からも読み取ることができる。

評価やインタラクションから得られるものと間接的な人事情報を総合的に把握して、一人一人に対する接し方・影響力の及ばせ方

にバリエーションを持たせることが重要である

◼ 人材育成モデルの一つとして提示している、「研究者キャリアパスの集中的支援」について、補足すべき点等はありますでしょうか

➢ 環境やポジションの整備による「育成」は、「囲い込み」と紙一重になる。自由を与えつつも放任しないというのは難題である

◼ 人材育成モデルのひとつとして提示している「スキル底上げ＆社外協業」について補足すべき点や参考となる事例等はありますでしょうか

➢ 例えば業界団体・組合・協会など、民間の研修企業からではなく、もともとの中小企業のネットワークと結びついて研修をやっているところも

ある。関西生産性本部の研修なども、中小企業が良く参加している。会員企業にも、中小企業が多い。そのような機会も多様にあるので

はないか

➢ 短期のイノベーションは、破壊的よりも改善的（持続的）。ターゲットとなる、要求される成果ははっきりしていることが多いので、きわめてマ

ネジメント的。今回、中長期と短期を分ける意味はそのような点にあるのではないか。人材育成戦略の方向性に差をつけた方がいい

➢ オープンイノベーションを前提に置けば、組織外でネットワークを形成し人脈を作り、そこで互いが持つ情報を統合したり、拡散したりする役割

を担う人材が今後より必要となる

前頁承

次頁へ続く

小野善生 教授（滋賀大学 経済学部）

大学教授（組織変革）

大学教授（人材育成）

企業内研究者

企業人事

有識者

ヒアリング

議事録
2/3
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◼ その他、イノベーション創出力に関してのご意見や特徴的な事例などがあれば、お聞かせください

➢ リーダーシップが発生する前に、その「ミッション」を掲げるハブとなるプレイヤーがいる。ハブとなるプレイヤーがプロデューサー的な存在になって、さ

まざまな人材を引き寄せてプロジェクトとしてイノベーションを主導していく。仮に研究者がプロデューサー的なポジションにつくのならば、専門知

識に加えて、人脈を構築する力とネットワークを維持し人を活用する力が必要になる

➢ 酒造業も、オープンネットワーク、オープンイノベーションの業界である。高知県の例では、高知県酒造組合と高知大学、高知県工業技術セ

ンター、高知県農業技術センターとがネットワークを組んで、酒米の新しい品種改良をしたり、新たな清酒酵母を作り出したりなどしている。さ

らに、高知県に所属している18の酒蔵は、各酒蔵がどのようなタイプの酒を仕込んでいて、どのくらいの発酵スピードで進めているかなどのデー

タを常に全酒蔵が共有している

• GI（地理的表示）を初期に取った山形県も、工業技術センターが中心となって酒造組合と農協などを含めた広いネットワーク内の

情報共有をしていた。ポジションの違うプレイヤー同士で相互作用を促し、イノベーションを起こした、といえる

➢ 東大阪の「宇宙開発協同組合SOHLA Project」など、中小企業でも、共同プロジェクト的なものはある。中小企業でありながらも、一点の

高度な技術を持っているというのが特徴。産業集積があるエリアは、そのような企業や事例も多い。東京でも、大田区などが該当。産業集

積論の論文にも事例があげられている場合がある

➢ 中小企業の中でも、大企業のように、グループやプロジェクトが違えば何をしているかわからないといったところもある。フィールドリサーチで行った

東海バネ工業株式会社の例で言えば、社内にいくつかのグループがあり、年に一回、それぞれのグループが全社に向けてプレゼンテーションを

行なう機会がある。内容は、今年の目標や課題、方針など。プレゼン後は、他部署からの質疑応答の時間がある。聴く側も、他グループに

ついての理解が深まる為、情報共有と人材育成の良い機会となる。

➢ このような例は、他にも数社ほど聞いたことがある。滋賀県の株式会社I.S.T（Industrial Summit Technology）や、経済産業省が以前

助成金を組んでいた「おもてなし経営企業選」にも選出された医療系ベンダー「琉球光和」という会社も、同様の取り組みを行なっている。こ

のような取り組みは、中小企業だからこそできる取り組みでもある（小野教授）
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◼ 本調査事業の枠組みや人材育成モデルの内容及び構築の仕方について、補足すべき点や検討すべきところをお聞かせください

ー導入部分ー

＜イノベーションの創造主体と人材育成の対象について＞

➢ 今回の「人材育成の対象」は、チームの中の一メンバーの方の能力開発という趣旨で提案をされているのか、それとも、研究開発プロジェクト
のチームリーダーの人材育成ということも視野に入れて提言しているのか。どちらかなのか、どちらも含むのかを明示できるとよい

＜「イノベーション」、「イノベーション創出能力」の定義について＞

➢ 事例の中の話と、今回伸ばそうとしているイノベーションの創出能力について、そもそもイノベーション創出能力はどういう能力を指しているのかと
いう定義の部分は気になる

ー議論の枠組みー

＜モデル大枠の二軸の設定について＞

➢ 人材モデルの4類型が、本当に一般性があって普遍的なモデルかどうか疑問

➢ なぜこれらの軸が人材育成モデルを4つに分ける縦軸と横軸として選ばれるのか、人材育成モデルの4類型に入るスライドの前段階で説明した

方が良い

山岡 徹 教授（横浜国立大学 経営学部）

次頁へ続く

大学教授（組織変革）

大学教授（人材育成）

企業内研究者

企業人事

有識者

ヒアリング

議事録
1/2



© 2023. For information, contact Deloitte Tohmatsu Group.企業のイノベーション創出力を高める人材育成に係る調査179

ー議論の枠組みー

＜人材育成モデルの4類型ごとの各提案施策の選択基準について＞

➢ 各施策を個別的に見ると筋が通っているように見えるが、例えば②に示されている評価システムの開発についても、本来であれば「短期」の企

業に対してだけでなく、「中長期」の企業に対しても検討が必要かもしれない。つまり、ここで提案される個々の中身のそれぞれの特徴は、他の
カテゴリにおいてでもそれぞれ何かしらいえることがあるかも知れず、選んだ基準・根拠が必ずしも明確ではない

＜まとめ方に対する感想と改善案＞

➢ 企業規模軸であれば大企業と中小企業で求められるイノベーションの成果・内容は何が違うのかということが明らかになるとこのモデルがより分
かりやすくなる。

• そこから、大企業で求められている成果を実現するために必要なスキル・能力にはどのようなものがあるか、中小企業の場合どうか、とい

うように問いを立ててスキルを特定していくというやり方も考えられる。あるいは、異なる部分だけでなく「共通」の部分があるのであれば、

共通はしていても、それぞれの企業規模での特性によって必要なスキルや能力がどう異なるか、示す必要がある。「企業の規模」によっ
てイノベーションに求められる成果がクリアになっているのが理想

➢ タイムスパンでも同様に、タイムスパンによって求められる成果が違うのだとしたら、「深堀りのために必要な能力・スキルは何なのか」や、「探索

的な取組のために必要な能力・スキルは何なのか」という特定の仕方ができるだろうし、また、企業規模と同様に、タイムスパンでも共通部分が
あるのだとすれば、それぞれのタイムスパンの特性上で必要な能力・スキルがどのように異なってくるのか、と問いを立てることも可能

➢ 今回は、研究者のイノベーション創出の話ということで、能力・スキルとして組織の「吸収能力」、「ゲートキーパー」などの話と親和性があると考
える。

• 「吸収能力」は、他社など、社外でやられているような取り組みを理解し、それを自社で使えるように組み換え、新しい製品やサービスを
商業化していくという一連のプロセスを指すが、吸収能力は「獲得」「同化」「変換」「活用」4つのプロセスに分けることができるといわれ

ている。能力育成の話と吸収能力の話は、対応している部分もあるのではないか。
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◼ 本調査事業の枠組みに対し、補足すべき点や追加での検討が必要になる箇所を含めたご意見をお聞かせください

➢ 世界の研究開発体制がどうなっているか、世界で進んでいる人材の育成の仕方はどういう形なのか、というところのリサーチを深めるべき。また、

海外と日本では雇用形態も異なる。当然、求められるイノベーション成果というのも異なってくる

➢ さまざまなプロジェクトが、社会実装をキーワードとして推進している。成果というのであれば、本当の成果というのは実用化。

• さらに言えば、商用化である。ある程度の利益が生まれ、なおかつそれが継続的なビジネスとして成立することこそが成果といえる。ノー

ベル賞のように、科学の進歩のために成果を出すのか、あるいは企業として社会実装、商用化の成果を出すのか、どちらで定義するか

によって話が全然違ってくる

➢ もちろんイノベーションの創出期間が長期であれば基礎研究は多いが、長期だから必ずしも基礎研究というわけではない。

• 例えば、ロードマップがきちんと組まれていて、確実に成果創出は見据えているけれどもそもそも時間がかかるという分野もあれば、短期

ながらも基礎研究的な要素が強い分野もあると思う

➢ 今ではIMEC等いろいろなコンソーシアムが生まれてきたことにより世界でリニアモデルではなくオープンイノベーションが中心になる中で、伝統的な

枠組みは変わってきている。その潮流の中で、研究者も昔のリニアモデルから大きく変わってきていると思う

➢ 中国・イスラエル・台湾がどのようにイノベーションを推進しているか、という視点があるともっと良い。

• 例えば、台湾などでは半導体の博士課程を出た人は半導体の設計までできる人材として輩出されるが、日本では半導体の博士課

程を出ても作ることができない。個々のことができても、全体のことができない、という問題がある。ノーベル賞も社会実装にフォーカスさ

れてきており、NEDOも社会実装をキーワードにしている。このような議論を踏まえ、実態をより把握すべき

➢ 研究・イノベーション学会でも、研究開発人材育成のテーマはよく出てくる。そのような先行研究を参考にして調査設計を組む方が良い
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◼ 人材育成モデルの素案において、参照した方が良い事例や深堀りが必要な箇所等はありますでしょうか

➢ 共同研究開発プラットフォームの例があげられているが、この中にむしろIMECの研究プラットフォームなどグローバル事例をいれた方が良い。ま

た、これは研究フェーズによっても全然話が違ってくるので分けた方が良い

➢ そもそも、「研究」と「開発」は別。クラインのノンリニアモデルを含め、前提とするイノベーションモデルをよく考えた方が良い

➢ 「プレゼン力」を取り上げているが、どのような能力なのか。パワーポイントなのか、どのような環境でのプレゼンか、などより具体的な要素が必

要

➢ 「高い専門性」に対する定義も検討が必要。イノベーションも、構造や領域が変わってきている。縦割は、日本において最大の問題。AIが最

も典型的な例だが、複数の学会で個別に議論されていて、学会を超えた議論ができていない

➢ 製造業の中小企業におけるプロセス・イノベーション型の成果創出でも、オープンイノベーションが非常に大事になっている

➢ ノーベル賞も社会実装にフォーカスされてきており、NEDOも社会実装をキーワードにしている。 「社会実装」を重要なキーワードとして捉えること

で、より実態を反映した議論となる
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◼ 専門的なご知見を踏まえて、本調査事業の枠組みに対するご意見や関連する事例等がありましたら、お聞かせください

➢ 「研究人材」といえど、広い意味では次世代リーダー育成の文脈の中にあると思う

• 企業では、昔はふるいにかける選抜方法で残った人がリーダーになる、という風潮があったが、今では、あらゆる企業が人材の計画的

育成にシフトしている。特に、その会社のコアコンピタンスを生み出すような次世代リーダーあるいは専門人材の育成に注力している。

今回は、そのうちの専門人材育成の方向、という印象

• キーになることとして、専門人材や次世代リーダーは、「一品もの」の人が多いということが言える。それぞれ皆違うので、1to1でそれぞ

れ育成計画を立てていく必要があると思う。なので、専門人材ひとりひとりに対する能力・性格・キャリア志向などを含めたアセスメン

トを徹底して実施することが重要

• そのアセスメントから「欠けているもの」、「伸ばしたいものが」見出されたら、欠けているものを埋めたり、伸ばしたいところを強化したりす

るための手法として研修を中心としたOff-JTはもちろんだが、どのような仕事にどの順番でいつアサインするか、という点が非常に大事

• 自社の仕事を広く見渡し、それを「教育機会」と捉えたときに、「どの仕事から何が学べるか」というのを、マッピングまでせずとも、「どの

ような教育機会資産があるのか」という視点で整理しなければいけない

• 一方で、どのような教育機会が「ない」のかも見る必要がある。教育機会がないのであれば、留学だけでなく最近では外部出向で技

術を身に付けさせる、あるいはパートナー企業への派遣で経験を積ませるという意味での「留社」という言葉もあり、そういったものも含

めて育成計画が立てられるようにすることが必要。まずは、「人のアセスメント」と「教育機会のアセスメント」の双方を推進すべき

• そのあと、1to1の教育をどのように行なうかだが、例えばリクルートには「人材開発委員会」という取り組みがある。この施策では、マ

ネージャー同士、一人ずつ社員を選出して、一人の社員に対して年二回、その社員の現状を報告しながら、その社員に対して次にど

のようなアサインからどのような成長をさせるかということを他のマネージャーを交えて議論をし、実際のアサインやマネジメントに反映して

いく。この施策は、社長は役員の、役員は部長の、部長は課長の、課長はメンバーの、というウォーターフォール方式で実施されている。

本来仕事のアサインというのはその仕事が一番できる人をアサインする傾向にあるが、育成観点を入れてこの会議を繰り返すことに

よって、次世代リーダーの育成が促進される、という仕組み。このような施策によって、計画的に、サステナブルに次世代リーダーを生み

出す仕組みを組織として作り上げようという会社が増えている。このような体系が、今回の調査事業趣旨と通じると思った

• 結局は、配置の最適化がキーとなる。専門人材であっても、研究開発人材であっても、「人は仕事によって育つ」という部分は変わら

ない。どのような研究開発テーマを与えて、その仕事からどのような素質を得てもらうか、個々に注目するということになる

曽和 利光 代表取締役社長

（株式会社 人材研究所）

次頁へ続く

大学教授（組織変革）

大学教授（人材育成）

企業内研究者

企業人事

有識者

ヒアリング

議事録
1/3



© 2023. For information, contact Deloitte Tohmatsu Group.企業のイノベーション創出力を高める人材育成に係る調査183

◼ 日々理系の修士・博士の方の採用などにも接点があるかと思うが、彼らの気にするポイントはどこにあるのでしょうか？

➢ まずは、多くの社員が「リーダーになりたがらない」という傾向は、総じてある

➢ 数多くの人材の中から、いかに希少な「マネジメントをやってもいいかもしれない」と思っている人材を見つけ、マーキングしていくかというのが大

事

• 実行する役をサブで配置して、一体化されたチームで下の研究人材をマネジメントできるような状態にする、というのが一つの形。彼ら

にとっては、「マネジメントは損だ」という認識がある場合もあるので、待遇の整備は優先事項といえる。報酬水準などの整備をせずに

育成だけ進めようとしても、人材のモチベーションとリンクしない。専門人材でリーダーを育成する際には、給与面だけではなく、マネジメ

ントをしていく際の「マネジメントチーム」を作るという考え方が大事。ビジネス系と同じような体系で押し付けても、インセンティブにはつ

ながらない

• 例えば、マネジメントをピープル・マネジメントとタスク・マネジメントの2つに大別すると、タスク・マネジメントをメインでやってもらいながら

ピープル・マネジメントマネジメントもできて研究内容についてのリードもできるようなスーパーマン的人材を想定して育成していくというの

は、失敗に終わると思う。むしろ、その人たちがリーダーとなっていくために必要な体制を整備することが必要

◼ 人材育成モデル素案について、補足すべき点や深堀りが必要な点を踏まえてご意見をお聞かせください

➢ 能力を伸ばすためのアサインが育成、といったが、それは裏を返せば今できないことをやらせる、ということにもつながり得る。なので、この教育

機会としてのアサインでのパフォーマンスや成果を普通の人事評価制度で評価してしまうと良くない

• つまり、挑戦的なアサインの為成果が出ないこともあり、そのまま評価してしまうということになると次世代リーダー育成の目的と矛盾が

生じてしまう。意図的な教育機会としてのアサインと評価を、どのように連動させていくかということは、難題である。対応策としては、

一つは、本人に対し、事前にアサインが教育目的であることを伝えわかってもらったうえでプロジェクトに臨んでもらうというもの。もう一つ

は、内々に評価側でその人物をマーキングしておき、教育成果があればOKというように異なる評価基準で評価する対象として置くと

いう方法が考えられる

• また、マーキングして計画的に育成していくというのをどこまで社内でオープンにするかというのも難しいポイント。リクルートの例でも、次

世代リーダー育成の育成対象になっている社員に対し、またはほかの人にわかる形でオフィシャルに「あなたたちが次世代リーダーだ」と

して教育するわけではない。引き上げたがゆえに疎外感を感じてしまうことのないように組織の中でいかに制度を整えるかというのがポ

イント
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◼ 人材育成モデル素案について、補足すべき点や深堀りが必要な点を踏まえてご意見をお聞かせください

➢ 「研究者キャリアパスの集中支援」は、研究リーダーを生み出す理想というよりはリテンションのために、「無理にやらせない」という要素が強い

ものになっている。

• 例えば、AIのトップの研究者でも、対人のコミュニケーション能力に秀でていない、むしろ欠けている人は多い。それでも業績はしっかり

とあげている。「研究自体をけん引するリーダー」ということであれば、この形でも良いのではないか

➢ 物理化学の分野でも共通して言えることは、最新の機器・設備を使えるというのがインセンティブとなりモチベーションに繋がるということ。リク

ルートの例で言えば、理系人材を確保するためにスーパーコンピューターを導入したこともあった

➢ 今回のテーマは育成だが、育成をすればするほど価値が高まって転職しやすくなるという実情はある。なので、そこにリテンションをさらにかける

必要がある

➢ 共同プラットフォームの施策提案に関していえば、機能的な部分だけでなく、「人材の物理的な隔離」も重要と考える。リクルートの事業開発

部の事例でいえば、紙からネットに移る時代に、ITの先進部隊を独立した部門に分けた、というのがある。切り離すことでお互いの文化の違

いや干渉によるストレスを回避しようとした

➢ 360度評価について、やはり専門家のことは専門家にしかわからないので納得感も生まれる。よくある評価制度。項目がいろいろあり、低いと

ころを補ったり突出している所を伸ばしたりという方策はあるが、凸凹が可視化されることによって本来そのままでも良いはずのものが、「埋めな

ければいけない」、「伸ばさなければいけない」と見えてしまいプレッシャーにつながる、という懸念がある

➢ また、研究者こそ、パーソナリティをちゃんと分析すると良い。スキル一辺倒、スキルベースではなく、適合する環境への配置のためにパーソナリ

ティ的に合致するものを選べたらいいと思っている
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◼ 前職3Mの研究開発現場では、成果をあげる人はどのような人でしたでしょうか？

➢ 技術を組み合わせ、新しいものを生み出せるような人。3Mでは、あらゆる技術がグローバルで結集されていて、技術をさまざま組み合わせるこ

とが可能だった。既存の技術を組み合わせて生み出し、その中で新しい技術が生まれていた。

◼ 3Mには、どのような組織風土がありましたか？

➢ 3Mでは、「15%ルール」が、遺伝子として浸透していた。他社とは違い、自発的に出来上がっていったといえる。普通はそのルールを与えられ

たからと言って、すぐには上手く適用されない

➢ 技術的な興味分野を持ち続けていないと、プロジェクトに追われて、やりたいことというのが潰えてしまう。各々が自らの興味分野に対し「やり

たいと思い続けてもいい」という風土がある。自分の興味関心を、周りに波及していけるような人がその風土を作り上げている。興味があるも

のを、何の気兼ねもなく取り組んでいる。自分の興味があるところは、没頭できる。これが、技術者として一番大事なこと。この「取り組み方」

が技術者としては特別に重要

◼ 人材育成モデルの一つとして提示している、「企業横断共同プラットフォーム」について補足すべき点等ご意見をお聞かせください

➢ オールニッポンのような感じで、いいと思う。会社のことよりも、技術のことに向かって、目線を変えて取り組めるいい例だと思う

➢ 今は、自分のところにある技術だけでは業界の中で技術を「極める」ということができない

➢ 日本としては、協働でやらないと基幹技術としてはグローバルでは競争できなくなってしまう。半導体なども、今はなかなかきつい

◼ 外との機会を使うのはやはり重要と考えていますが、外で連携を取るのは研究者自身か、それともコーディネーターでしょうか？

➢ コーディネーターが営業的に活動し、実際にやっていくときは技術者同士でやる。3Mは閉鎖的だったが、TBMはオープンでやっている。内でとどめ

ておいても、無理。主力製品を広げていくためには、オープンにしなければいけない

髙松 頼信 センター長

（株式会社TBM テクノロジーセンター）
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◼ 人材育成モデルの一つとして提示している、「360度評価＆メンターモニタリング」について、補足すべき点や類似の事例等を含めてご意見をお聞

かせください

➢ 360度評価に関連して、3Mでは「テクニカルラダー」という制度があった。技術水準を軸としてステップアップしていくような評価制度

◼ 人材育成モデルの一つとして提示している、「研究者キャリアパスの集中的支援」について、補足すべき点や類似の事例等を含めて

ご意見をお聞かせください

➢ ベンチャーの場合には、このような施策をやっていく体力というのが、実は難しい。これはどちらかといえば大企業の方が近いのではないか。お金を

捻出して、研究にあてられるかどうかの視点で見ているという点で、ある種、大学の構図にも似ている

➢ 例えば製品の専門の範囲が狭い場合は技術的な逃げ道も狭まるので、淘汰されないように生き残るのは難しいこと

◼ 人材育成モデルの一つとして提示している、「スキル底上げ＆社外協業」について、補足すべき点や類似の事例等を含めてご意見をお聞かせ

ください

➢ 中小の場合には、技術的人脈を増やす事が重要。なるべく外を見て行動していかなければいけない。人脈があれば、他者の取り組み方も吸

収できる
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